付表２
既設社会福祉施設用地有効活用改築
促進及び高層化特例割増面積制度
Ⅰ　既設社会福祉施設用地有効活用改築促進
１　趣　　旨
　　都市部における社会福祉施設の新規設置については、深刻な用地不足からその整備が進まない実態にあることから、こうした問題を緩和するため、既存施設を整備需要の高い施設と複合化して改築する場合に経過年数を緩和し、老朽度にかかわらず優先的に改築を認め、３階建以上の場合に補助基本額の加算を行う。
２　改築対象施設
（１）原則として、社会福祉施設等の延面積の５０％以上が１０年以上経過した建物であること。（原則として老朽度は問わない。）
（２）施設の立地が困難な地域と認められる人口密集地に所在し、他の緊急度の高い施設と複合化して改築する施設
３　緊急度の高い施設と認められる施設
（１）障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設
（２）これらに準ずる施設であって、特に必要と認める施設
４　優遇措置の内容
（１）市費補助の優先採択
（２）３階建以上の建物（改築施設及び緊急度の高い施設が３フロア以上を占有する場合に限る。）の場合
　補助基本額の加算を行う（８％以内で特に認める基本額）。

Ⅱ　高層化特例割増面積制度
１　趣　　旨
　　都市部の深刻な用地問題に対応し、用地の高度利用を図る観点から、高層化する場合に必要となるスペースを確保できるよう、補助基本額の加算を行う。
２　対象施設
　　施設の立地が困難な地域と認められる人口密集地に整備する３階建以上の次の施設
（１）障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設
（２）これらに準じる施設であって、特に必要と認める施設
３　優遇措置の内容
　　補助基本額の加算を行う。
（１）２の（１）の施設の場合
　　　１０％以内で特に認める基本額
（２）２の（２）の施設の場合
　　　８％以内で特に認める基本額
付表３
大規模修繕等
１　対象事業
	区　　　　分
	内　　　　容

	(1) 施設の一部改修

	　一定年数を経過して使用に耐えなくなり改修が必要となった浴室、食堂等の改修工事や外壁、屋上等の防水工事等施設の改修工事


	(2) 施設の付帯設備の改造

	　一定年数を経過して使用に耐えなくなり改修が必要となった給排水設備、電気設備､ガス設備、暖房設備、消防用設備等付帯設備の改造工事


	(3) 施設の冷暖房設備の設置等

	　気象状況により特に必要とされる熱中症対策等のための施設の冷暖房設備の新規設置工事及び一定年数を経過して使用に堪えなくなり、改修が必要となった冷暖房設備の改造工事


	(4) 施設の模様替

	①　狭隘な居室を入所者の新しい処遇のニーズに合わせて拡大を図る際の間仕切り工事及び部屋の使用目的を変えるための内部改修工事
②　居室と避難通路（バルコニー）等との段差の解消を図る工事や自力避難が困難な者の居室を避難階へ移すための改修等防災対策に配慮した施設の内部改修工事
③　ウイルス性感染症等の感染拡大を防止するための、多床室の個室化改修工事


	(5) 環境上の条件等により必要となった施設の一部改修

	①　活火山周辺の降灰地域等における施設の換気設備、整備や窓枠改良工事等
②　アスベストの処理工事及びその後の復旧等関連する改修工事


	(6) 消防法及び建築基準法等関係法令の改正により新たにその規定に適合させるために必要となる改修


	　消防用設備等（スプリンクラー設備等を除く。）について、消防法令等が改正されたことに伴い新たに必要となる設備の整備


	(7) 介護用リフト等特殊附帯工事
	　既存施設について平成17年10月5日社援発第1005008号厚生労働省社会・援護局長通知「社会福祉施設等施設整備費における介護用リフト等特殊附帯工事の取扱いについて」の別紙「社会福祉施設等施設整備費（介護用リフト等特殊附帯工事費）補助金実施要綱」２により建物に固定して一体的に整備する工事（付表７）


	(8) 土砂災害等に備えた施設の一部改修等
	①　土砂災害等に備えた施設の補強改修及び防災対策上必要な設備の整備等（都道府県等が土砂災害等の危険区域等として指定している区域に設置されている施設における下記の事業等）
　・土砂災害等により建物に作用される衝撃に対して安全なものとなるよう建物の補強を行う事業
　・土砂等の流入を防ぐための建物開口部の改修を行う事業
　・土砂災害等による建物への被害を軽減するための防護壁等の設置
②　地震防災上、必要な補強改修
　・耐震診断結果に基づき、必要と判断される補強改修事業

③　緊急災害時用の自家発電設備の整備
④　緊急災害時用の給水設備の整備


	(9) 生産設備近代化
整備
	　既存施設について平成19年2月15日社援発第0215012号厚生労働省社会・援護局長通知「生産設備の近代化整備にかかる国庫補助の取扱いについて」により建物に固定して一体的な設備を更新するための工事（付表５）


	(10)グループホーム

改修整備


	　共同生活援助を行う場合に必要な、既存建物のバリアフリー化工事、共同生活援助の基盤整備、エレベーター等設置整備を図るための改修工事

	(11)短期入所事業所改修整備


	　短期入所を行う場合に必要な、既存建物のバリアフリー化工事、短期入所の基盤整備を図るための改修工事

	(12)障害福祉サービス事業等改修整備

((10)、(11)の事業を除く。)

	　障害福祉サービス事業等を行う場合に必要な、既存建物のバリアフリー化工事等、障害福祉サービス等の基盤整備を図るための改修工事


	(13)その他施設における大規模な修繕等

	　特に必要と認められる上記に準ずる工事



（注）１　施設とは、八王子市障害者（児）施設整備費補助金の対象施設をいう。
　　　　ただし、(3)の②、③の事業については、入所施設とする。
　　　２　一定年数は、おおむね10年とする。
２　補助基準

（１）原則として１施設の総事業費が次により算出された金額以上（ただし、１の(7)の事業については、付表７に定める基準の範囲内、１の(9)の事業については、付表５に定める基準の範囲内）のものであり、かつ、これにより算出された額が1,000万円に満たない場合は1,000万円以上のものとすること（ただし、入所施設以外の施設については、500万円以上のものとする。）。
　　　　　　　　　施設延面積（基準面積）×4,000円

ただし、
　　　・１の(3)の事業については、原則として総事業費が300万円以上のもの
　　　・１の(4)の③の事業については、原則として総事業費が100万円以上のもの
　　　・１の(5)の②のアスベスト処理工事については、入所施設にあっては原則として総事業費が100万円以上、通所（利用）施設にあっては30万円以上のもの
　　　・１の(8)の事業については、原則として総事業費が500万円以上のもの
　　　・１の(10)の事業については30万円以上1,000万円以内（ただし、エレベーター等設置整備とその他の改修整備を行う場合の上限は1,200万円以内、エレベーター等設置整備のみを行う場合の上限は200万円以内）のもの
　　　・１の(11)の事業については、30万円以上600万円以内（ただし、短期入所事業以外の施設（以下「本体施設」という。）の改修と一体的に改修工事を行う場合は、本体施設の一部とみなして本体施設に係る補助基準を適用）のもの
　　　・１の(12)の事業については、30万円以上500万円未満のものとする。
（２）建物の維持管理の義務を怠ったことに起因したものではないこと。
（３）設計の不備又は工事施工の粗漏に起因したものではないこと。

３　補助基準額
　次のいずれか低い方の価格を補助基準額とする。
（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り
（２）工事請負業者の見積り
付表４
スプリンクラー設備整備等
第１　スプリンクラー設備整備
　１　補助対象施設
（１）入所施設（当該施設に併設する短期入所事業所を含む。）

（２）入所施設以外の施設については、スプリンクラー設備を設置することを要しない部分以外の床面積（以下「床面積」という。）が6,000㎡以上の場合
　２　補助金算定基準
	１　種　　目
	２　基準額
	３　基準単価
	４　対象経費

	既存施設に設置する場合
	施設の延べ床面積を上限として市長が必要と認めた面積×基準単価
	20,100
（38,100）

	スプリンクラー施設の整備に要する工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事費又は工事請負費の2.6％限度）


（　）は、入所施設であって、延べ床面積1,000㎡以上の平屋建の施設の基準単価

消火ポンプユニット等の設置が必要な場合は、１施設当たり3,090千円加算する。
第２　屋内消火栓設備
   １　補助対象施設
消防法施行令第１１条に基づき屋内消火栓設備の設置を要する施設（消防法令等が改正されることに伴い新たに必要となる施設を含む。）
   ２　補助金算定基準 
   （１）消防法施行令第１１条第３項第２号イからホまでに掲げる基準による屋内消火栓設備を設置する場合
      ア　基準単価
          （基本額）  （㎡当たり加算額）
          501万円以内＋2,000円／㎡以内
      イ　屋内消火栓箱設置数による加算
          屋内消火栓箱については、当該設備を設置する個数に259千円以内の額を乗じた額を加算する。
   （２）パッケージ型消火栓設備を設置する場合
         基準単価　当該設備を設置する個数に388千円以内の額を乗じた額
         ただし、特別の事情がある場合を除いて上記（１）によることが望ましいこと。
付表５
生産設備の近代化整備
１　趣　　旨
　　生産事業種目の転換等に必要な機械設備の整備のための費用を補助することにより、施設経営及び工賃の安定を確保し、もって利用者の自立助長の促進を図るものである。
２　補助の対象
　　障害福祉サービス事業所及び障害者支援施設において、次に掲げる事由により機械設備を整備するための機械器具購入費及び機械器具設置に係る工事費又は工事請負費を補助の対象とする。
　　なお、補助の採択に当たっては、当該施設の経営実績及び緊急度を勘案して決定するものとする。
(１）経済情勢の変動による受注量の減少等に対応し、事業種目の転換を図るために必要な機械設備の整備
(２）技術革新等に伴い陳腐化した既存設備の更新
(３）利用者の障害の重度化等に対応した事業種目の転換又は機械設備の整備
３　補助基準
（１）１施設ごとの対象経費の実支出額（２社以上の納入業者の見積もりのいずれか低い方）と、総事業費から寄付金その他の収入額（社会福祉法人等の場合は寄付金収入額を除く。）を控除した額とを比較して少ない方の額を選定する。
（２）（１）により選定された額と、1,230万円とを比較して少ない方の額を１施設当たりの補助基準額とする。ただし、原則として、150万円以上（事業規模が小さく、支払工賃の少ない施設であって、特にその整備の必要性が認められる場合には75万円以上）を対象とする。
付表６
障害者支援施設等における防犯対策等の
強化に係る整備について

１　趣旨

障害者支援施設等の防犯対策及び安全対策を強化するため、非常通報装置・防犯カメラ設置、外溝の設置・修繕やブロック塀等の改修を行う。
２　補助対象事業
　　　次に掲げる整備等、障害者支援施設等の防犯対策を強化する工事を対象とする。
（１）門、フェンス等の外構等が破損し、設置・修繕を行うための整備

（２）安全点検の結果、問題があるブロック塀等（組積造又はコンクリートブロック造）の改修
（３）警察機関への非常通報装置等を設置するための整備
（対象工事の例示）
・110 番直結非常通報装置を設置する工事
・防犯カメラを設置する工事
・カメラ付きインターホンを設置する工事
・人感センサーを設置する工事
・その他、障害者支援施設等の安全対策に必要な工事
３　補助対象施設等

　　（１）上記２（１）及び（３）については、障害者支援施設（入所施設）、療養介護事業所、短期入所事業所、宿泊型自立訓練事業所及び共同生活援助事業所
　　（２）上記２（２）については、障害者支援施設（入所施設）、療養介護事業所、生活介護事業所、短期入所事業所、自立訓練事業所、就労移行支援事業所、就労継続支援事業所、共同生活援助事業所、児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所
４　補助基準
（１）上記２（１）については、入所施設にあっては総事業費が1,000 千円以上、通所（利用）施設にあっては300 千円以上のものとする。
（２）上記２（２）については、入所施設にあっては総事業費が1,000 千円以上、通所（利用）施設にあっては300 千円以上のものとする。
（３）上記２（３）については、総事業費が300 千円以上とする。
５　基準価格
　　次のいずれか低い方の価格を基準価格とする。

　　（１）公的機関（都道府県又は市町村の建築課等）の見積り

　　（２）工事請負業者の見積り
付表７
介護用リフト等特殊附帯工事
１　趣　　旨
　　社会福祉施設において介護を必要とする身体障害者等に対する入所者の処遇の向上並びに介護職員の就労環境の改善を図る。
２　補助の対象
　　障害福祉サービス事業所、障害者支援施設において、建物に固定して一体的に整備する次に掲げるもので、建物に固定して一体的に整備する次に掲げるもので、その整備に係る工事費又は工事請負費を補助の対象とする。
(１）介護用リフトの整備
　　　居室や浴室等に介護のための天井走行型介護用リフトの整備
(２）特殊浴槽の整備
　　　介護職員の業務の効率化及び負担の軽減のための特殊浴槽の整備
３　補助基準
　　付表１に定める就労・訓練事業等整備加算を適用する。

